
広島市障害者差別解消推進条例の見直しについて 

 

１ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律」の概要 

１.国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加 

２.事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供義務化 

３.障害を理由とする差別を解消するための支援措置の強化 

（１）基本方針に定める事項として、障害を理由とする差別を解消するための支援措置

の実施に関する基本的な事項を追加する。 

（２）国及び地方公共団体が障害を理由とする差別に関する相談に対応する人材を育成

し又はこれを確保する責務を明確化する。 

（３）地方公共団体は、障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報

（事例等）の収集、整理及び提供に努めるものとする。 

 

 

２ 見直し事項（案） 

（１）条例第８条【合理的配慮の実施】 

事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供義務化 

   

   （現行条例抜粋） 

第８条 本市は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者又はその家族その他の関係者（以

下「障害者等」という。）から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明

があった場合においては、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、合理的

配慮をしなければならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者等から現に社会的障壁の除去を必要と 

している旨の意思の表明があった場合においては、障害者の権利利益を侵害すること

とならないよう、合理的配慮をするように努めなければならない。 

 

   参考 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律 

（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第８条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な

差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要とし 

ている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないと

きは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及

び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮を

しなければならない。 

 

資料５ 



（２）新設【環境の整備】 

   社会的障壁除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備の追加 

 

   ※現行の条例では規定を設けていない。 

 

   参考 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 ※一部改正なし 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備） 

第５条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な

配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に

対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。 

 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（令和５年３月１４日閣議決定） 

   ※現行の基本方針から、以下の『環境の整備』に関する記載が追加 

（３）環境の整備との関係 

ア 環境の整備の基本的な考え方 

法は、個別の場面において、個々の障害者に対して行われる合理的配慮を的確に行うた

めの不特定多数の障害者を主な対象として行われる事前的改善措置（施設や設備のバリア

フリー化、意思表示やコミュニケーションを支援するためのサービス・介助者等の人的支

援、障害者による円滑な情報の取得・利用・発信のための情報アクセシビリティの向上等）

を、環境の整備として行政機関等及び事業者の努力義務としている。環境の整備において

は、新しい技術開発が投資負担の軽減をもたらすこともあることから、技術進歩の動向を

踏まえた取組が期待される。また、ハード面のみならず、職員に対する研修や、規定の整

備等の対応も含まれることが重要である。 

障害を理由とする差別の解消のための取組は、法や高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91号）等不特定多数の障害者を対象とした事前的

な措置を規定する法令に基づく環境の整備に係る施策や取組を着実に進め、環境の整備と

合理的配慮の提供を両輪として進めることが重要である。 

イ 合理的配慮と環境の整備 

環境の整備は、不特定多数の障害者向けに事前的改善措置を行うものであるが、合理的

配慮は、環境の整備を基礎として、その実施に伴う負担が過重でない場合に、特定の障害

者に対して、個別の状況に応じて講じられる措置である。したがって、各場面における環

境の整備の状況により、合理的配慮の内容は異なることとなる。 

合理的配慮の提供と環境の整備の関係に係る一例としては以下の例が挙げられる。 

・ 障害者から申込書類への代筆を求められた場合に円滑に対応できるよう、あらかじめ申

込手続における適切な代筆の仕方について店員研修を行う（環境の整備）とともに、障害

者から代筆を求められた場合には、研修内容を踏まえ、本人の意向を確認しながら店員が

代筆する（合理的配慮の提供）。 



・ オンラインでの申込手続が必要な場合に、手続を行うためのウェブサイトが障害者にと

って利用しづらいものとなっていることから、手続に際しての支援を求める申出があった

場合に、求めに応じて電話や電子メールでの対応を行う（合理的配慮の提供）とともに、

以後、障害者がオンライン申込みの際に不便を感じることのないよう、ウェブサイトの改

良を行う（環境の整備）。 

なお、多数の障害者が直面し得る社会的障壁をあらかじめ除去するという観点から、他 

の障害者等への波及効果についても考慮した環境の整備を行うことや、相談・紛争事案を

事前に防止する観点からは合理的配慮の提供に関する相談対応等を契機に、行政機関等及

び事業者の内部規則やマニュアル等の制度改正等の環境の整備を図ることは有効である。

また環境の整備は、障害者との関係が長期にわたる場合においても、その都度の合理的配

慮の提供が不要となるという点で、中・長期的なコストの削減・効率化にも資することと

なる。 

 

 

（３）条例第９条【相談体制の整備】 

障害を理由とする差別に関する相談及び紛争の防止等のための体制の見直し 

 

（現行条例抜粋） 

第９条 本市は、障害を理由とする差別に関する相談に的確に応ずることができるよう、必 

要な体制を整備するものとする。 

 

参考 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律 

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第１４条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由

とする差別に関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関す

る紛争の防止又は解決を図ることができるよう人材の育成及び確保のための措置

その他の必要な体制の整備を図るものとする。 

 

 

３ スケジュールについて（予定） 

改定された国の基本方針を踏まえるとともに、障害者団体等の意見を聞きながら進めていく。 

令和５年   ６月 第２回障害者差別解消支援地域協議会  

９月 第３回障害者差別解消支援地域協議会 

１１月 第４回障害者差別解消支援地域協議会 

   （時期未定 障害者団体等からの意見聴取） 

※条例改正については、令和５年１２月以降の議会への提案を目指す。 

 


